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研究成果の概要（和文）：　本研究は、公正価値の概念を検討するとともに、そこに内在する限界ならびにその将来展
望を明らかにしようとするものである。大きく分けて、(1)公正価値測定の理論・制度の分析、(2)実証研究・アンケー
ト調査の2つの観点から研究を行った。そして、公正価値の概念が曖昧であることや、観察可能な市場価格のない公正
価値測定は利益の質を低下させる可能性があり、監査人も見積りによる公正価値に留意した対応が必要であることを明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we discussed fair value concepts, and attempted to reveal the limit
ations and prospects of fair value measurements. It was accomplished with the two objects or methods, (1)r
esearch of fair value measurement theory and accounting system, (2)empirical research with archival, exper
imental and questionnaire data. We conclude that fair value concepts are confusion, if fair value is not o
bservable, then it decrease earnings quality and auditors also need careful treatments in estimated fair v
alue auditing.
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１．研究開始当初の背景 
公正価値測定（時価評価）は、財務諸表利

用者に対する有用な情報の提供という観点
から、国際的に導入が進んでいる。わが国に
おいても、いわゆる「会計ビッグバン」以降、
金融商品をはじめとして公正価値測定が導
入されている。 
しかし、その限界を指摘する見解も有力で

ある。観察可能な市場価格がある資産および
負債ならば客観的な測定が可能であるもの
の、金融商品であっても観察可能な市場価格
がない場合が多い。観察可能な市場が存在す
る場合であっても、サブプライム問題に端を
発する世界的な信用危機によって市場が混
乱している場合には、市場価格が公正価値を
表しているのかという問題が生じた。また、
金融負債の公正価値測定についても、信用危
機によって企業の信用リスクが悪化した際
に、直感に反する負債評価益が計上されると
いう問題が生じた。さらに、金融商品以外に
も特定の状況が生じた場合には公正価値も
しくはこれに類似した測定値が適用される
ことがあるが、実際にどのような資産・負債
に対して適用すべきであるかという課題が
ある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、公正価値測定の有用性と

内在する問題点を再検討することである。 
前述のとおり、制度会計において公正価値

測定の導入が進む一方で、すべての資産・負
債に公正価値測定が適用されているわけで
はない。したがって、公正価値が万能な測定
値ではないと一般に認識されていることは
明らかである。そして、公正価値測定を対象
とした先行研究は少なくないものの、包括的
な視点から検討を行ったものは多くない。ま
た、信用危機によって、公正価値測定に関し
て新たな研究課題も生じている。そこで、本
研究は制度会計の理論的分析、歴史的分析、
有用性や利益調整等に関する実証分析、さら
には公正価値測定の監査に関する制度の分
析や実験研究を有機的に結合させることで、
これまでにない独創的な研究成果を示すこ
とを指向している。 
このような研究を行うことによって、以下

の点で社会に貢献することが期待できる。 
(1) 公正価値の世界的な導入経緯や導入

状況等を整理することを通じて、会計測定に
おいて公正価値がなぜ必要とされたのかを
明らかにする。 

(2) 「公正」という言葉に惑わされず「公
正価値」とは一体何であるか、その測定値の
本質的な意義を明らかにする。 

(3) 会計基準の設定に際して、どの項目に、
どのような条件で公正価値測定を適用すべ
きかに関する知見を提供する。 

(4) 財務諸表利用者に対して、公正価値情
報の性質、有用性や利益調整が行われている
可能性などの分析結果を示し、適切な会計情

報の利用を促す。 
(5) 公正価値測定の会計監査に際して、見

積りに起因する監査上の問題点を示し、より
有効な監査を行うための対応方法を提示す
る。 
 
３．研究の方法 
研究にあたっては、(1)理論・制度の分析と

(2)実証分析・アンケート調査の 2 つの担当に
分け、それぞれの内容について研究を行う。
また、2 つの研究を結合させるため、研究代
表者および分担者全員の研究会を適宜開催
するとともに、必要に応じて研究分担者以外
の講演者を招聘し、研究のさらなる充実を図
る。 
それぞれの担当における研究方法および

主な内容は以下のとおりである。 
(1)理論・制度の分析 
すでに公表されている公正価値測定に関

する文献・専門雑誌における論稿をもとに、
先行研究について共通の理解を高める。そし
て、IFRS および日本を含む各国の特質を比
較検討するとともに、海外に赴いて実態調査
も行う。また、理論・制度の研究結果を実証
分析における仮説構築にも役立てる。個別の
主な研究テーマは以下のとおりである。 
①公正価値測定導入の理論的根拠 
②公正価値測定導入の歴史 
③各国制度における「公正価値」に相当す
る用語の概念整理 

④個別の会計処理において公正価値測定
を導入することの意義と問題 

⑤公正価値測定に対する監査制度の対応 
⑥公正価値測定導入に対する法制度の対
応 

(2)実証分析・アンケート調査 
公正価値測定の有用性や経営者による利

益調整等に関する先行研究を整理し、さらに
理論・制度の分析で提出された論点をもとに、
本研究の独自性を生かす仮説の構築・データ
収集を行う。個別の主な研究テーマは以下の
とおりである。 

①海外で出されつつある実証研究のレビ
ュー 

②日本企業を対象とした公正価値測定に
関する利益調整の実証分析 

③会計士を対象とした公正価値測定の監
査に関する実験研究 

④企業経営者、経理担当者および投資家に
対するアンケート調査 

 
４．研究成果 
前述の研究の方法と同様に、(1)理論・制度

の分析と(2)実証分析・アンケート調査に分け
て、以下に本研究から導いた主な結論を示す。 

(1)理論・制度の分析 
公正価値の概念に関して、制度会計では出

口価格として定義されているものの、その測
定手法には入口価格と結びつくコスト・アプ
ローチも含まれる。また、負債の公正価値の



測定にも当該負債の信用リスクを反映させ
ることとされている。よって、負債の公正価
値は出口価格というよりも新たに借入れ等
を行った場合に受け取れるであろう借入額
を表すものであり、入口価格としての性質を
有している。このようなことから、公正価値
の概念が曖昧なものとなってしまっている
という限界を指摘した。そのため、公正価値
は複数の測定属性を含む概念となっている
と言え、再調達原価や正味売却価額などの測
定属性と対比させて資産や負債の測定問題
を議論することができないことが示唆され
る。 
また、制度会計においては金融商品を中心

に公正価値測定が適用されているが、適用範
囲の議論も十分にはなされていないのが現
状である。金融商品でも公正価値測定の対象
となるものとならないものがあり、固定資産
でも証券化等を通じて金融商品化して売買
されるものもある。そこで、本研究において
も個々の資産や負債について検討を行った
結果、何をもって公正価値測定の適用範囲と
その根拠とするのかを制度会計において明
らかにされなければ、公正価値測定の意味が
希薄なものとしてしまうことを指摘した。さ
らに、見積りによる公正価値の測定値が会計
監査の手法の変化や監査人の経験に応じて
監査の質に影響を及ぼす可能性や、利益が配
当や課税ベースと結びついている場合には、
公正価値測定の拡大による社会コストの発
生などを公正価値測定の限界として指摘し
た。 

(2)実証分析・アンケート調査 
現在までの公正価値測定に関する実証研

究のサーベイから、観察不能なデータに依拠
する経営者の主観的な公正価値測定は、利益
調整の機会を生み出していること、投資家は
信頼性に関して割り引いて評価しているこ
と、修正再表示の可能性を高めることが確認
された。したがって、観察可能な市場価格が
存在する場合には問題がみられないが、観察
可能な市場価格がない資産・負債項目に対す
る公正価値測定は利益の質を毀損している
可能性が認められる。 
また、退職給付会計を取り上げて、現在価

値を測定する際の割引率等の決定要因を検
証し、経営者の裁量によって決められている
ことを明らかにした。特に 2010 年 3 月期よ
り退職給付に関する会計基準が改正され、割
引率等に過去の平均値ではなく期末時点の
数値を使うこととされたが、依然として裁量
的に決められていることが明らかとなった。
そこで、観察可能な市場価格がなく、割引現
在価値手法によって公正価値を見積る際に
も割引率が裁量的に決定される可能性があ
ることが示唆される。 
さらに、公正価値で測定された項目に対す

る監査について会計士を対象とした実験研
究を行った。実験のケースは減損損失を題材
としたものであり厳密には公正価値測定で

はないが、監査においては公正価値の監査と
減損損失を測定する際の割引現在価値の見
積りに関する監査は特に区別されておらず、
同様の監査手法が用いられている。そして、
実験研究の結果、減損に関する監査経験が深
い会計士ほど、必要とする多くの追加的監査
時間が必要と考えるという結果が得られた。
したがって、経験の浅い会計士が計画する監
査時間は過少である可能性があり、このよう
な会計士に対して教育やガイダンスを提示
する必要性等があることを指摘した。財務諸
表作成者である企業を対象としたアンケー
トにおいても、公表市場価格が存在しない場
合は検証可能性が劣るとの結果や、公正価値
測定の拡大には同意しないという答えが多
いことが示された。したがって、市場価格が
観察不能な公正価値については、さきほどの
サーベイ調査において投資家側が割り引い
て評価しているだけではなく、財務諸表の作
成者も問題を認識していることが明らかに
なったといえる。 
これら研究の成果は、『公正価値測定の意

義とその限界』（仮題）として出版する予定
である。 
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